
電気用品安全法の解釈　－　対象非対象関係

　　　　　　　　　　平成１４年１０月７日　製品安全課

商品名等
（電気用品名等）

防災・防犯受信機

１　当該商品等の概要

○用途、機能、性能
　既存のガス漏れや火災感知等を行う「防災システム（電気用品対象外）」の火災
受信機部分と、侵入検知等の防犯システム（防犯警報器）とを、信号線（ＤＣ１２
Ｖ）で接続し、火災受信機側で防犯システム側の情報・警報を管理等するシステム
における火災受信機部分。

○構造、仕様、意匠
　火災受信機が備えるモニターを用いて、防犯警報表示を行うものである。
　防災システム及び防犯システムいずれも、電源は、各々ＡＣ１００Ｖである。

○ 主な使用者、販売先
工場、事務所等

２　対象・非対象の解釈

　火災受信機単体は、該当する電気用品名がないので、非対象として取り扱う。
　但し、防犯システムと防災システムを組み合わせた場合は、特定電気用品以外の
電気用品中、交流用電気機械器具の「防犯警報器」として取り扱う。

（理由）
　本システムの場合は、防災システムの火災受信機で防犯システム側の情報・警報
（表示を含む。）等の管理等を行うことになるので、全体（防犯システム＋防災シ
ステム）で「防犯警報器」として取り扱うのが妥当と判断する。


